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×１００ 実質収支比率＝ 

平成１９年度市町村普通会計決算の概要について 

 
１ 決算の規模  

○  県内４４市町村の平成１９年度普通会計※決算額は， 

歳入  ９，７３１億円（対前年度比２７億円減，対前年度比△０．３％） 

歳出  ９，３６２億円（対前年度比１７億円減，対前年度比△０．２％） 

であり，歳入，歳出ともに６年連続で前年度決算額を下回っている。 
※ 普通会計とは，一般会計と，公営事業（公営企業会計，国民健康保険事業会計，老人保険医療事業会計，介護保険事業会

計等）を除く特別会計を併せたものをいう。 
 

(1)決算規模の推移（表－１）                                                     (単位：百万円，％) 
歳  入 歳  出 全国の伸び率 

年  度 
決  算  額 伸び率 決  算  額 伸び率 歳  入 歳  出 

平成14年度 

15 

16 

17 

18 

19 

９９３，９１０ 

９８５，４００ 

９８３，１１３ 

９８０，０４０ 

９７５，８２７ 

９７３，０８８ 

△２．４ 

△０．９ 

△０．２ 

△０．３ 

△０．４ 

△０．３ 

９５６，４９７ 

９４５，２１５ 

９４４，７６１ 

９４１，４８８ 

９３７，８３０ 

９３６，１６２ 

△２．１ 

△１．２ 

 △０．０５ 

△０．３ 

△０．４ 

△０．２ 

△２．２ 

△１．２ 

△１．１ 

△０．３ 

△２．２

― 

△１．９ 

△１．３ 

△１．１ 

△０．４ 

△２．３

― 

    ※県内普通会計決算額は県内４４市町村の単純合計であり，一部事務組合は含まれていない。 
      全国の伸び率は市町村の単純合計から一部事務組合と一部事務組合を組織する市町村との間の相互重複額を控除した額である。 
 

(2)歳出の伸び率の高い団体 

 ①古河市    13.9%（要因） 古河市住宅公社の経営対策（貸付・補助）による増 

 ②神栖市    9.2%（要因） 学校給食共同調理場建設事業・防災行政無線整備事業の実施による増 

 ③牛久市    8.4%（要因） 牛久小学校大規模改修事業・駅西地区保育園建設事業の実施による増 

増加団体数：１７ 

 

(3)歳出の伸び率の低い団体 

 ①境町    △20.4%（要因）境第一中学校改築事業の終了による減 

 ②守谷市   △12.6%（要因）守谷駅周辺土地区画整理事業の主要工事終了による減 

 ③高萩市   △ 6.9%（要因）高萩協同病院移転用地取得事業の縮小による減 

    減少団体数：２７ 

 
２ 決算収支   

○  実質収支※１は，全団体とも黒字決算（昭和５０年度から３３年連続） 

○  単年度収支※２は１１億円の赤字。赤字団体は２０団体（赤字団体割合 45.5%） 

○  実質単年度収支※３は２９億円の黒字。赤字団体数は２２団体（赤字団体割合 50.0%） 
 

      決算収支等の推移（表－２）                                                  (単位：百万円，％)  

実 質 収 支 単 年 度 収 支 実質単年度収支 実質収支比率※４ 

年  度 
決算額 伸び率 決算額 

赤  字 

団体数 
決算額 

赤  字 

団体数 
本県平均 全国平均 

平成14年度 

15 

16 

17 

18 

19 

  24,689 

30,838 

30,953 

31,866 

32,393 

31,324 

△16.1 

  24.9 

   0.4 

   2.9 

1.7 

△3.3 

△4,857 

   6,122 

   5,120 

   6,474 

515 

△1,069 

５６ 

２７ 

２７ 

２２ 

１８ 

２０ 

△7,771 

   8,010 

   3,538 

   2,567 

6,517 

2,868 

６５ 

３２ 

３８ 

２１ 

２０ 

２２ 

５．０ 

６．５ 

６．２ 

５．７ 

５．６ 

５．１ 

４．７ 

５．４ 

５．０ 

４．８ 

４．５ 

－  

 

※１ 実質収支＝歳入総額－歳出総額－翌年度に繰り越すべき財源。黒字団体，赤字団体の指標となるもの。 

※２ 単年度収支＝Ｈ19実質収支－Ｈ18実質収支。単年度収支の赤字は，直ちに財政運営上深刻な問題があるわけではないが， 

赤字が連続すると将来的に実質収支が赤字になる可能性があるので，十分注意する必要がある。 

※３ 実質単年度収支＝単年度収支＋財調基金への積立金＋地方債の繰上償還額－財調基金の取崩額。実質単年度収支も単年 

度収支同様に，赤字が数年続くことのないように財政運営上注意していく必要がある。 

※４                実質収支          

標準財政規模＋臨時財政対策債発行可能額                
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３ 歳入 

○  特徴 

・ 地方税は，三位一体の改革による税源移譲や企業収益の伸びにより，市町村民税所得

割や法人税割が大幅増となり，全体で９．８％の増 

・ 地方交付税は７．８％減，臨時財政対策債についても８．９％の減となっており，地

方交付税と臨時財政対策債を合算すると８．０％の減 

・ 地方譲与税は，三位一体の改革による本格的な税源移譲までの間措置された所得譲与

税の廃止により，５５．６％の大幅減 

・ 地方債は，臨時財政対策債を除くと１６．２％の減 

○  対前年度比で増 

・ 地 方 税（＋ 9.8％）市町村民税所得割や法人税割の大幅増による増 

・ 国庫支出金（＋ 3.4％）児童保護費等負担金の増等による増 

・ 県 支 出 金（＋ 8.4％）障害者自立支援給付費等負担金の増等による増 

○  対前年度比で減 

・ 地方譲与税（△55.6％）所得譲与税の廃止による減 

・ 地方特例交付金等（△74.7％）減税補てん特例交付金の廃止による減 

・ 地方交付税（△ 7.8％）交付税総額の抑制や税収増等による減 

・ 地 方 債（△13.5％）減税補てん債の廃止や一般単独事業債の減等による減 
 

 歳入一覧（表－３） （単位：百万円，％） 

平成１９年度 平成１８年度 
 

決算額 構成比 増減額 増減率 決算額 構成比 増減額 増減率 

地方税 457,188 47.0 40,929 9.8 416,259 42.7 15,243 3.8 

うち市町村民税 215,494 22.1 34,940 19.4 180,554 18.5 20,022 12.5 

 個人分 152,237 15.6 28,612 23.1 123,625 12.7 10,531 9.3 

 法人分 63,257 6.5 6,328 11.1 56,929 5.8 9,491 9.0 

 

うち固定資産税 199,322 20.5 4,388 2.3 194,934 20.0 △4,572 △2.3 

地方譲与税 16,965 1.7 △ 21,213 △55.6 38,178 3.9 10,263 36.8 

各種交付金 42,146 4.3 △ 18 △0.0 42,164 4.3 1,144 2.8 

地方特例交付金等 2,785 0.3 △ 8,204 △74.7 10,989 1.1 △2,403 △17.9 

地方交付税 129,631 13.3 △ 10,913 △7.8 140,544 14.4 △7,600 △5.1 

使用料・手数料 22,169 2.3 △287 △1.3 22,456 2.3 △ 1,150 △ 4.9 

国庫支出金 77,064 7.9 2,508 3.4 74,556    7.7 △ 2,913 △ 3.8 

 うち普通建設事業費支出金 16,593 1.7 △ 1,614 △8.9 18,207 1.9 157 0.9 

都道府県支出金 45,889 4.7 3,559 8.4 42,330 4.3 △1,854 △4.2 

繰入金 21,704 2.2 51 0.2 21,653 2.2 △13,870 △39.0 

繰越額 36,855 3.8 △ 739 △2.0 37,594 3.9 △66 △0.2 

地方債 71,088 7.3 △11,121 △13.5 82,209 8.4 465 0.6 

 うち臨時財政対策債 27,098 2.8 △2,647 △8.9 29,745 3.0 △4,344 △12.7 

その他 49,604 5.2 2,709 5.8 46,895 4.8 △ 1,472 △ 3.0 

歳入合計 973,088 100.0 △2,739 △0.3 975,827 100.0 △4,213 △0.4 

 うち一般財源※１ 648,715 66.7 581 0.1 648,134 66.4 16,646 2.6 

   ※ ｢うち一般財源｣とは，地方税，地方譲与税，各種交付金，地方特例交付金等，地方交付税の合計額である。 

地方交付税から臨時財政対策債への振替措置による影響額（表－４）                      （単位：百万円，％） 

 H19 H18 増減額 増減率 

地方交付税＋臨財債 156,729 170,289 △13,560  △8.0 

地方債－臨財債 43,990 52,464 △8,474 △16.2 
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４ 歳出 

(1)目的別歳出 

○  特徴 

・ 社会福祉費及び児童福祉費等の増による民生費の増，普通建設事業費の増による消

防費の増，公社対策による総務費の増に対し，農林水産業費，土木費，教育費が減

となっており，全体としては０．２％の減 

 

○  対前年度で増 

・ 民 生 費（＋ 4.4％）障害者自立支援制度改正や児童手当の拡充による増 

・ 消 防 費（＋ 3.0％）消防庁舎建設や防災行政無線整備による増  

 

○  対前年度で減 

・ 議 会 費（△15.7％）合併後の議員在任特例期間終了に伴う議員数減による減 

・ 災害復旧費（△33.7％）台風等の災害の減少による減 

 

○  歳出に占める割合の高い費目 

   ①民生費（２６．０％） 

   ②総務費（１４．８％） 

   ③土木費（１４．２％） 

   ④教育費（１２．５％） 

   ⑤公債費（１２．３％） 

 
 

 

目的別歳出一覧（表－５） 

 

（単位：百万円，％） 

平成１９年度 平成１８年度 
 

決算額 構成比 増減額 増減率 決算額 構成比 増減額 増減率 

議会費 9,585  1.0  △1,781 △15.7 11,366  1.2  △ 961 △ 7.8 

総務費 138,472  14.8  3,387 2.5 135,085  14.4  △ 5,914 △ 4.2 

民生費 243,078  26.0  10,141 4.4 232,937  24.8  10,443 4.7 

衛生費 83,570  8.9  △458 △0.5 84,028  9.0  △ 3,063 △ 3.5 

労働費 837  0.1  △22 △2.5 859  0.1  △ 22 △ 2.5 

農林水産業費 31,484  3.4  △3,611 △ 10.3 35,095  3.7  △ 1,716 △ 4.7 

商工費 13,740  1.5  △332 △ 2.4 14,072  1.5  △ 449 △ 3.1 

土木費 133,429  14.2  △5,343 △ 3.9 138,772  14.8  △ 6,034 △ 4.2 

消防費 49,038  5.2  1,444 3.0 47,594  5.1  719 1.5 

教育費 116,613  12.5  △5,385 △4.4 121,998  13.0  2,420 2.0 

災害復旧費 187  0.0  △95 △33.6 282  0.0  115 68.9 

公債費 115,579  12.3  339 0.3 115,240  12.3  887 0.8 

その他 550  0.1  48 9.5 502  0.1  △ 83 △ 14.2 

歳出合計 936,162  100.0  △ 1,668 △ 0.2 937,830  100.0  △ 3,658 △ 0.4 
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 (2)性質別歳出  

○  特徴 

・ 主に扶助費の伸びにより，義務的経費の歳出全体に占める割合は０．５％増の 

４７.９％となったが，普通建設事業費が８．３％の減となっており，歳出全体として

は０．２％の減 

○ 義務的経費（＋0.9％） 

・ 扶助費（＋7.1％）障害者自立支援制度改正や児童手当の拡充による増 

・ 人件費（△2.1％）基本給等の減小による減 

・ 公債費（＋0.3％）過去に発行した地方債の償還開始による増 

○  投資的経費（△8.4％） 

・ 普通建設事業費（△8.3％）実施事業の抑制による１１年連続の減  

※ピーク時の約４割（H5 2,831億円 → H19 1,102億円） 

○  その他の経費（＋1.2％） 

・ 主に公社対策に係る貸付金の増（＋72.7％）による増 

 

性質別歳出一覧（表－６） （単位：百万円，％） 

平成１９年度 平成１８年度 
 

決算額 構成比 増減額 増減率 決算額 構成比 増減額 増減率 

義務的経費 448,704 47.9 3,995 0.9 444,709 47.4 7,379 1.7 

  人件費 209,701 22.4 △4,564 △2.1 214,265 22.8 △2,275 △1.1 

   うち職員給 142,198 15.2 △3,066 △2.1 145,264 15.5 △1,429 △1.0 

     うち基本給 94,270 10.1 △2,376 △2.5 96,646 10.3 △1,040 △1.1 

     うちその他の手当 47,928 5.1 △690 △1.4 48,618 5.2 △390 △0.8 

   うち退職金 22,975 2.5 213 0.9 22,762 2.4 583 2.6 

  扶助費 123,430 13.2 8,218 7.1 115,212 12.3 8,770 8.2 

  公債費 115,573 12.3 341 0.3 115,232 12.3 884 0.8 

投資的経費 110,382 11.8 △10,074 △8.4 120,456 12.9 △2,805 △2.3 

  普通建設事業費 110,195 11.8 △9,979 △8.3 120,174 12.8 △2,919 △2.4 

   うち補助事業費 39,127 4.2 △1,409 △3.5 40,536 4.3 3,621 9.8 

   うち単独事業費 66,535 7.1 △8,224 △11.0 74,759 8.0 △5,500 △6.9 

その他の経費 377,076 40.3 4,411 1.2 372,665 39.7 △8,233 △2.2 

  うち物件費 128,143 13.7 1,498 1.2 126,645 13.5 △6,531 △4.9 

  うち補助費等 95,631 10.2 △1,832 △1.9 97,463 10.4 △3,497 △3.5 

   うち一組に対するもの 44,083 4.7 △1,673 △3.7 45,756 4.9 △712 △1.5 

  うち積立金 21,889 2.3 △3,724 △14.5 25,613 2.7 4,570 21.7 

  うち貸付金 14,350 1.5 6,041 72.7 8,309 0.9 6 0.1 

  うち繰出金 105,815 11.3 2,245 2.2 103,570 11.0 △1,255 △1.2 

歳出合計 936,162 100.0 △1,668 △0.2 937,830 100.0 △3,658 △0.4 

 

投資的経費の伸び率の推移（表－７） 

 50 ･･･ ９ 10 11 12 13 14 15 16 17 18 19 

投資的経費 

 うち普通建設事業費 

     うち補助事業費 

     うち単独事業費 

  11.6 

  11.4 

  28.6 

△ 4.7 

･･･ 

･･･ 

･･･ 

･･･ 

△ 9.5 

△ 9.3 

△15.9 

△ 7.6 

△ 7.0 

△ 7.3 

 10.9 

△13.8 

△ 6.1 

△ 6.2 

△ 8.9 

△ 5.0 

△ 8.9 

△ 8.7 

△16.1 

△ 6.6 

△ 2.1 

△ 1.8 

 17.1 

△ 8.0 

 △9.6 

 △9.7 

△5.2 

△11.6 

△13.7 

△13.7 

△6.3 

△16.0 

 △8.8 

 △9.1 

 △19.5 

△5.8 

  △9.8 

  △9.6 

    2.8 

 △15.0 

 △2.3 

 △2.4 

   9.8 

 △6.9 

 △8.4

 △8.3

 △3.5

△11.0
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５ 財政構造   

○  経常収支比率は，０．３ポイント増の９０．９％ 

○  公債費負担比率は，０．２ポイント増の１４．８％ 

○ 起債制限比率は，前年度と同じく１０．０％ 

○  地方債現在高は，２．５％減の９，６７３億円 

    なお，将来にわたる実質的な財政負担※は，４．１％減の８，９８６億円 

○ 積立金現在高は，２．８％増の１，８６３億円 
 
（注）経常収支比率，公債費負担比率，起債制限比率はすべて単純平均である。 

※ 将来にわたる実質的な財政負担とは，後年度の支出につながる地方債現在高及び債務負担行為の支出予定額から積立金現

在高を差し引いた額。 
 
 
 

財政指標等の推移（表－８）                                         (単位：％) 

経常収支比率 公債費負担比率 起債制限比率  

年  度 県平均 全国平均 県平均 全国平均 県平均 全国平均 

平成14年度 

   15 

   16 

   17 

   18  

19 

86.1 

85.7 

89.4 

90.2 

90.6 

90.9 

86.2 

86.7 

90.4 

89.5 

89.6 

－ 

13.4 

13.5 

13.4 

14.3 

14.6 

14.8 

17.8 

17.9 

17.6 

17.6 

18.1 

－ 

8.7 

 9.0 

 9.6 

10.0 

10.0 

10.0 

9.7 

 9.9 

10.2 

10.6 

10.8 

－ 

 

 
経常収支比率の団体分布（表－９） 
 

70%未満 
70%以上 
75%未満 

75%以上 

80%未満 
80%以上 

85%未満 
85%以上 

90%未満 
90%以上 計 

H19  １ １  ７ ２３ ３２ 
市 

H18  １ １ １ ６ ２３ ３２ 

H19 １    ３ ８ １２ 町
村 H18  １  １ ３ ７ １２ 

H19 １ １ １  １０ ３１ ４４ 県
計 H18  ２ １ ２ ９ ３０ ４４ 

 

 

 

将来にわたる実質的な財政負担（表－１０）                    (単位：百万円，％) 

地方債現在高 

(A) 

債務負担行為の支出予定額 

(B) 

積立金現在高 

(C) 

将来にわたる実質的な財政負担 

(A)+(B)-(C) 

 

年  度 

現在高 伸率 金  額 伸率 現在高 伸率 金  額 伸率 

 平成14年度

   15 

   16 

   17 

   18 

 19 

    965,313 

    992,202 

1,008,563 

1,003,719 

991,837 

967,267 

   2.8 

   2.8 

   1.6 

△0.5 

△1.2 

△2.5 

   135,062 

   129,845 

   127,456 

   135,513 

   126,765 

117,625 

△12.5 

△3.9 

△1.8 

  6.3 

 △6.5 

△7.2 

   209,544 

   201,073 

   180,320 

   171,520 

   181,197 

186,287 

△8.5 

△4.0 

△10.3 

△4.9 

5.6 

2.8 

   890,831 

   920,974 

   955,699 

   967,712 

   937,405 

898,605 

3.1 

3.4 

3.8 

1.3 

△3.1 

△4.1 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



経常収支 公債費負担 実質収支 公債費 起債制限比率 地方債 積立金 財政力

比率 比率 比率 比率  (3か年平均) 現在高比率 残高比率 指数

90.9% 14.8% 5.1% 12.7% 10.0% 149.7% 31.0% 0.77

91.2% 15.2% 5.0% 13.3% 10.4% 155.0% 28.4% 0.77

90.0% 13.8% 5.4% 11.2% 8.9% 135.8% 37.7% 0.77

1水戸市 88.8%35 19.4% 6 1.9%42 17.1% 4 13.6% 4 195.7% 3 6.6%44 0.89 12

2日立市 91.5%23 15.8%15 5.6%18 13.6%18 11.3%13 152.8%26 52.3% 5 0.84 14

3土浦市 88.1%37 19.0% 7 4.5%25 15.7% 9 12.9% 5 154.3%24 45.8% 7 0.96 10

4古河市 92.1%19 13.8%27 1.2%44 11.8%27 9.4%27 124.4%36 10.3%43 0.81 17

5石岡市 93.7%13 15.8%18 4.2%30 14.4%16 9.4%27 158.0%21 29.2%18 0.65 28

6結城市 97.0% 4 16.4%12 3.2%39 15.9% 6 11.1%16 176.1%10 24.9%28 0.73 21

7龍ヶ崎市 97.8% 3 16.9%11 3.4%37 16.2% 5 10.8%18 199.7% 2 26.7%24 0.79 18

8下妻市 96.1% 5 14.8%22 5.7%17 13.1%22 10.6%22 149.8%27 17.7%35 0.62 31

9常総市 92.8%16 14.0%26 4.4%28 11.9%26 9.4%27 171.4%13 25.4%27 0.83 15

10常陸太田市 94.8% 8 21.0% 4 4.5%26 17.5% 2 11.9% 9 177.1% 9 47.4% 6 0.44 41

11高萩市 101.7% 1 16.0%14 5.3%19 15.9% 6 10.4%23 169.2%14 24.5%31 0.59 32

12北茨城市 94.7%11 20.1% 5 4.1%32 18.7% 1 15.1% 1 178.6% 7 15.4%37 0.69 23

13笠間市 90.8%26 13.1%31 2.6%41 10.7%35 8.1%34 144.3%29 38.2%13 0.68 26

14取手市 90.1%30 14.9%21 3.1%40 12.6%23 10.8%18 159.0%20 13.0%40 1.01 8

15牛久市 92.0%20 13.0%32 4.1%31 10.8%34 8.9%31 155.8%22 41.1%10 0.97 9

16つくば市 87.7%38 14.7%23 6.2%11 12.6%23 10.2%24 128.2%35 18.9%33 1.11 5

17ひたちなか市 91.0%25 15.8%16 4.8%23 14.4%16 12.0% 8 167.8%15 28.0%20 0.95 11

18鹿嶋市 78.5%42 13.0%33 7.2% 6 9.9%39 11.1%16 89.9%42 27.1%21 1.21 3

19潮来市 96.0% 6 17.6% 9 3.7%33 14.9%15 12.5% 6 183.5% 6 31.5%17 0.55 34

20守谷市 86.7%40 13.3%28 9.1% 2 13.3%21 11.6%11 173.2%12 35.5%14 1.02 6

21常陸大宮市 89.1%34 21.0% 3 3.4%38 15.4%12 11.6%11 202.5% 1 26.7%23 0.50 38

22那珂市 94.8% 9 15.8%19 5.0%22 15.2%13 11.9% 9 164.3%18 24.5%30 0.68 26

23筑西市 92.1%18 15.4%20 6.0%13 15.0%14 10.7%21 153.7%25 20.2%32 0.74 19

24坂東市 93.3%14 13.1%30 6.0%14 10.6%38 8.8%32 149.4%28 24.6%29 0.69 23

25稲敷市 85.4%41 9.4%41 5.8%16 7.3%41 5.4%41 117.0%39 67.0% 3 0.63 29

26かすみがうら市 90.4%28 12.4%36 7.0% 8 11.1%32 7.4%38 164.9%17 33.5%15 0.63 29

27桜川市 91.7%22 12.6%35 6.3%10 11.1%32 8.1%34 130.7%32 32.3%16 0.53 36

28神栖市 74.3%43 7.1%43 7.2% 7 3.8%44 3.9%44 74.0%43 26.6%25 1.54 2

29行方市 94.8%10 18.9% 8 4.3%29 17.3% 3 13.8% 3 178.1% 8 15.0%38 0.47 40

30鉾田市 90.0%31 16.0%13 5.0%21 13.4%20 10.1%25 167.4%16 39.1%12 0.49 39

31つくばみらい市 92.0%21 12.7%34 9.6% 1 11.3%30 9.0%30 129.6%33 26.1%26 0.74 19

32小美玉市 88.2%36 12.3%38 5.2%20 11.5%29 9.5%26 119.0%37 14.7%39 0.69 23

33茨城町 87.5%39 14.2%25 3.6%35 12.4%25 11.2%14 128.8%34 26.9%22 0.56 33

34大洗町 92.7%17 10.3%39 7.6% 5 10.7%35 8.0%36 154.4%23 12.3%41 0.83 15

35城里町 89.2%33 21.4% 2 1.7%43 15.5%11 10.8%18 189.2% 4 40.2%11 0.41 43

36東海村 67.3%44 5.8%44 6.6% 9 3.9%43 4.0%43 60.1%44 86.7% 1 1.87 1

37大子町 93.7%12 22.5% 1 6.1%12 15.9% 6 15.1% 1 159.7%19 10.8%42 0.34 44

38美浦村 91.1%24 8.1%42 3.6%36 4.3%42 5.4%41 91.0%40 41.2% 9 1.13 4

39阿見町 90.6%27 17.4%10 9.0% 3 15.6%10 12.2% 7 136.1%31 43.8% 8 1.02 6

40河内町 95.8% 7 10.0%40 5.8%15 8.4%40 5.6%40 90.9%41 28.2%19 0.43 42

41八千代町 90.3%29 12.4%37 8.2% 4 11.3%30 7.1%39 138.7%30 16.6%36 0.55 34

42五霞町 93.2%15 15.8%17 4.5%27 13.6%18 11.2%14 186.6% 5 53.7% 4 0.89 12

43境町 89.9%32 13.3%29 3.7%34 10.7%35 8.0%36 175.3%11 18.3%34 0.70 22

44利根町 98.2% 2 14.3%24 4.7%24 11.8%27 8.6%33 118.8%38 73.7% 2 0.51 37

※表中「市町村計」「市計」「町村計」の数値はすべて単純平均である。

平成19年度　主な財政分析指標

市町村計 (44)

市  　計 (32)

町 村 計 (12)
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